
 

（３）性質別歳出の状況 

ア 「義務的経費（人件費、扶助費、公債費）」は、人件費が減少した一方、扶助費が昨年に引き続き

増加したため、総額では対前年度比０.３％（１３億円）増加した。 

・人件費は、退職者数及び職員数の減等により、対前年度比０.７％（９億円）減少した。 

・扶助費は、子ども子育て支援新制度に伴う施設型給付費の増等により、対前年度比０.９％（１４

億円）増加した。 

・公債費は、臨時財政対策債元利償還金の増等により、対前年度比０.９％（７億円）増加した。 

イ 「投資的経費（普通建設事業費、災害復旧事業費、失業対策事業費）」は２年連続の減となった。

ピークである平成５年度の５０％程度の水準となっている。 

・普通建設事業費は、補助事業費が２５.６％（１１４億円）増加した一方、単独事業費が１７.１％

（１２８億円）減少したこと等により、対前年度比０.９％（１１億円）減少した。 

  ウ 「その他経費」は、前年度比０.０％（０.５億円）減少した。 

・補助費等は、ふるさと納税関連事業の増等により、対前年度比１.４％（１０億円）増加した。 

・積立金は、その他特定目的基金積立金の増等により、対前年度比８.１％（１４億円）増加した。 

・貸付金は、制度融資預託金の減等により、対前年度比５.８％（１８億円）減少した。 

 

（第９表）性質別歳出決算額の状況 

（単位：千円、％） 

 

決算額 構成比 決算額 構成比 増減額 増減率

義務的経費 371,123,961 45.0 369,860,985 44.9 1,262,976 0.3

人　件　費 124,175,866 15.1 125,048,524 15.2 -872,658 -0.7

扶　助　費 169,351,534 20.5 167,910,317 20.4 1,441,217 0.9

公　債　費 77,596,561 9.4 76,902,144 9.3 694,417 0.9

投資的経費 121,287,469 14.7 122,521,450 14.9 -1,233,981 -1.0

普通建設事業費 121,031,099 14.7 122,154,032 14.8 -1,122,933 -0.9

災害復旧事業費 256,370 0.0 367,418 0.0 -111,048 -30.2

失業対策事業費 0 0.0 0 0.0 0 -

その他経費 331,964,205 40.3 332,014,522 40.2 -50,317 -0.0 

物　件　費 116,453,310 14.1 116,180,575 14.1 272,735 0.2

維持補修費 7,106,837 0.9 7,292,907 0.9 -186,070 -2.6

補 助 費 等 78,055,402 9.5 77,006,466 9.3 1,048,936 1.4

積　立　金 18,894,043 2.3 17,470,432 2.1 1,423,611 8.1

投資・出資金 1,378,128 0.2 1,779,567 0.2 -401,439 -22.6

貸　付　金 30,115,676 3.7 31,961,436 3.9 -1,845,760 -5.8

繰　出　金 79,960,809 9.7 80,323,139 9.7 -362,330 -0.5

繰上充用金 0 0.0 0 0.0 0 -

824,375,635 100.0 824,396,957 100.0 -21,322 -0.0 

増減比較
区　　　分

歳 出 合 計

平成29年度 平成28年度
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＜第６図＞市・町村別歳出決算額の性質別構成比 

 
 

 

＜第７図＞歳出決算額の性質別構成比の推移 

 

（年度） 
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